
 

 1 

 

熊本地震における緊急支援物資の 

計画と実態に関する考察 
 

 

 

西脇 文哉 1・畑山 満則 2・伊藤 秀行 3 

 
1学生会員 京都大学大学院 情報学研究科 社会情報学専攻（〒606-8501 京都市左京区吉田本町） 

E-mail:nishiwaki@imdr.dpri.kyoto-u.ac.jp 

2正会員 京都大学防災研究所 教授 巨大災害研究センター（〒611-0011 京都府宇治市五ヶ庄） 

E-mail:hatayama@imdr.dpri.kyoto-u.ac.jp 
3非会員 株式会社ピーアイ物流企画（〒480-0103 愛知県丹羽郡扶桑町柏森天神 287-2） 

E-mail:pi0001@h3.dion.ne.jp 

 

2016 年 4 月に発生した熊本地震では，最大 18 万人以上の避難者に対して，国や熊本県，県内の市町

村は緊急物資支援を行ったが，被災者のもとにタイムリーに物資が届かなかったことが指摘されている．

この問題は，過去の大災害でも指摘されており，様々な対応策が提案され防災計画などに盛り込まれて

きたが，計画想定を超えるような大災害では課題が残されていることを示す結果となった．本研究では，

熊本地震における緊急支援物資輸送に関わる各主体の計画と業務の実態について調査を行い，熊本地震

における支援物資の流動実態における課題を明らかにした．この上で，ステークホルダー間での計画解

釈や役割に対する認識の違いが緊急物資支援の課題が生じた一つの要因であることが示唆された． 

 

     Key Words: the 2016 Kumamoto earthquake, disaster relief supplies, regional disaster response 

plan, disaster relief agreement, miscommunication 

 

 

1. はじめに 

 

2016年 4月 14日以降に熊本県を中心とする地域で発

生した熊本地震では，震度 7を計測した揺れの直後から

家屋の倒壊や道路網の寸断が生じ，最大で 183,882 人が

885 か所の避難所へ避難したことが報告されている 1)．

さらに，車中泊避難や事前に指定されていなかった避難

所へ避難するなど，行政が捕捉できない避難者も多くい

たため，実際の避難者はこれ以上であったと推測される． 

これらの避難者に対して，国や熊本県，県内の市町村

は災害対策基本法や災害救助法に基づき緊急物資支援を

行った．しかしながら，被災者のもとにタイムリーに物

資が届かなかったということが指摘されている 2)．この

ような緊急支援物資の問題は過去の大災害においても指

摘されており，災害の教訓として様々な対応策が提案さ

れてきた．さらにこれを実現するために，計画立案や関

連団体との協定締結が行われているが，計画想定を超え

る大災害では災害直後の被災者に対する物資供給に課題

が残されていることを示す結果となった． 

本研究では，熊本地震での緊急物資支援に関する調査

から事前になされていた計画との差異を見出し，新たな

視点から対応策を提案することを目的とする． 

 

 

2. 研究背景と目的 

 

(1) 研究背景 

大規模災害が発生した際に国や被災した地方自治体は

被災者に対し緊急支援物資の配布に努めることが災害対

策基本法 86条(平成 25年改訂)や災害救助法第 4条にお

いて示されている．阪神・淡路大震災や東日本大震災な

ど過去の大規模災害発生時には，被災直後の物資不足の

際に緊急支援物資を被災者のもとに届けられなかったこ

とが指摘され，タイムリーな物資支援の難しさが指摘さ

れてきた．この原因は，当初は必要な時期に必要な物資

を被災自治体が調達できないこと，すなわち物資そのも

のの不足にあると考えられてきた．しかし，過去の災害

の教訓からこのような問題は，物資の輸送に係る問題，

物資拠点における出入庫管理や整理，仕分け人員の不足，

物資の内容や到着時間などの情報不足といった，物資の

管理に係る問題が複雑に絡み合った問題であり，物資そ

のものと情報の流れを総合的に捉えたシステムとして必
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要があることが峯 3)により指摘されている． 

熊本地震においても，国や全国の地方自治体，民間企

業，個人など様々な主体から熊本県内の被災した自治体

に対して緊急支援物資が届けられた．特に国は，東日本

大震災における被災地内の物資不足の教訓からできたプ

ッシュ型支援を熊本地震で初めて適用した．この結果，

東日本大震災以前に言われていた，物資そのものが被災

地に存在しないために被災者に物資が行き届かないとい

う状況は過去の大災害に比して改善した．このような状

況のもとであっても，一部地域では発災後数日間は支援

物資が被災者のもとに届かなかったことが指摘され 2)，

支援物資の問題の難しさが改めて示された． 

 

(2) 本研究の目的 

本研究では，すべての被災者のもとへ必要とするとき

にタイムリーに緊急支援物資が届くことを目的として支

援物資の問題を俯瞰し，これまで指摘されてきた問題点

に加えて必要な，コミュニケーションミスと計画認識の

齟齬という視点とその対応策に対して考察を与えること

を目的とする．  

 

(3) 先行研究と本研究の位置づけ 

日本において災害時に緊急支援物資が被災者のもとへ

タイムリーに届かなかったという問題は，阪神・淡路大

震災以後の大災害でも発生しており，主に以下の点が挙

げられている 4) 5)． 

 物資の需給バランスの不一致 

 ニーズ発生と物資供給の間のタイムラグ 

 大量の物資を扱うためのマンパワー不足 

 物資の内容に関する問題(異品種の同梱，古着や

生もの，賞味期限切れなどの保管や配布に支障

のあるもの) 

この他にも，福本ら 6)は，東日本大震災における物資輸

送の問題点として，上記に加えて以下のような項目を指

摘している． 

 津波による問題(備蓄，車両の流失) 

 ガソリンや軽油などの燃料不足 

 道路の不通による輸送障害 

 在宅避難者の把握が困難 

 平等性の観点から配布できない物資の停滞 

 情報通信手段の制約 

また，花岡 7)は，2012年末までに出版された東日本大

震災における論文，論説，報告書を対象に論文レビュー

を行った．この中では，苦瀬の分類に従ってノードを需

要算定，在庫引当，作業管理の三つ，リンクを配車と運

行の二つに分けて問題点の指摘と今後の課題，対策の整

理が行われている． 

苦瀬ら 8)は，この他に物流に関しては素人である自治

体職員などが対応した結果，作業や配分が非効率となっ

たことを指摘している． 

Shibuya9)は，災害時物流における問題は，不確実性，

複雑性，適時性，主体が複数存在すること，公平性，物

資の不足や過剰供給，ラストワンマイル問題の七つにあ

ると指摘している．これらの問題に対しては，アマゾン

ジャパンのほしい物リストや，ITS Japanの提供する通行

実績マップといった ICTツールの活用が有効であること

を東日本大震災を例に述べている． 

熊本地震では，土木計画学研究委員会物流調査団 10)が

調査を実施した．それによれば，熊本地震では市町村の

集積所から指定避難所や避難所指定されていない避難所

の間の「ラストワンマイル」で特に大きな問題が発生し

て物資が停滞したと結論付けられている． 

また，解決法の提案として，間島は，マルチエージェ

ントシステムを用いた物資輸送シミュレータを作成した
11)．これは発災前にボトルネックとなる可能性のある箇

所をシミュレータにより見つけ出し，そこを回避する物

流システムの作成を支援することを目的としている．こ

こで見つけられるボトルネックは拠点の荷受け能力や，

車両数などにより生じる問題である． 

以上に示した研究では，コミュニケーションの問題に

ついて発災当初に一部で混乱が生じたことが指摘されて

いるが，大きな問題として捉えられていない．また計画

の解釈に対する齟齬によって生じる問題については言及

されていない． 

計画における情報伝達や共有の齟齬の発見手法に対す

る研究には，畑山と安藤 12)によるものがある．この研究

では，地域防災計画上で情報伝達の障害となりうる箇所

を発見する手法を提案されている．しかし，この中では

各主体がそれぞれ作成した計画間で生じる障害の発見ま

では行われていない． 

本研究は，上述のようなこれまで大きな問題であった

と考えられていたボトルネックを解消しても解決できな

い可能性のある問題について，関係機関の間のコミュニ

ケーションミス，協定や計画解釈の相違という新たな視

点から検討することを行っている． 

 

 

3. 調査手法 

 

(1) 熊本県庁での支援活動 

4 月 19 日に熊本県より，全国災害ボランティア支援

団体ネットワーク(JVOAD)準備会(当時，現：特定非営利

活動法人)からの要請があり，著者らで個人提供の県庁

あてに届いた物資の管理に関する支援を行った． 

4 月 25 日以降，県庁及びヤマト運輸と佐川急便の各

支店に留めおかれていた物資と個人が熊本県庁へ宅配便
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などで直接送ってきた物資を県庁を受け入れた．この活

動は 6月 6日まで行い，のべ 2,565箱の物資を受け入れ，

1,797箱の物資を 22団体に提供した． 

 

(2) 文献調査 

1)熊本県及び県内市町村の地域防災計画の検討，2)熊

本地震における国が関与した物資の流れを明らかにする

ことの二つを文献調査により実施した． 

1)では，熊本県及び県下市町村のうち，web サイト上

に地域防災計画を掲載していた自治体における物資の扱

いを調べ，物資の扱いに関する計画を明らかにした． 

2)の熊本地震における国の対応については，内閣府の

平成 28 年(2016 年)熊本県熊本地方を震源とする地震非常

災害対策本部会議の資料及び議事録 13)，平成 28 年熊本

地震に係る初動対応検証チームによる検証レポート 14)，

熊本地震を踏まえた応急対策・生活支援策検討ワーキン

ググループ報告書 15)を参照した．  

 

(3) 熊本県・市区町村，関連団体へのヒアリング調査 

10 月 12日に熊本大学の柿本竜治教授らの実施した熊

本地震における災害対応の検証に係る調査のヒアリング

に同行し，熊本県，熊本市，熊本市中央区，宇城市に対

してヒアリング調査を実施した．また 11月 29日から 12

月 1日にかけて，玉名市，山鹿市，合志市，熊本市，熊

本市中央区，西原村，熊本市北区，熊本県トラック協会

へヒアリングを実施した． 

これらの調査では各市町村内の物資の流れの把握と，

その運用の方法，市町村拠点内や輸送に関する問題につ

いての調査を行った． 

 

(4) 被災自治体への質問紙調査 

柿本竜治教授(熊本大学)らが「熊本地震における災害

対応の検証に係る調査」において，全市町村に対し質問

紙調査を実施した．また，1 月 12 日以降にも「熊本地

震総合調査実施に関する行政機関アンケート調査」とし

て，行政事務の把握と改善策検討のための質問紙調査を

市内 11 市町村(熊本市，宇土市，宇城市，合志市，大津

町，菊陽町，西原村，南阿蘇村，御船町，嘉島町，益城

町)に対して実施し，2017年 4月 18日時点で益城町，宇

城市，大津町，合志市，南阿蘇村より回答を得た． 

この調査は災害時初動体制調査と災害時支援物資調査

に分かれており，支援物資調査では，避難所の把握，物

資ニーズの調査，物資の要請といった情報の流れに関す

る実態と問題点，拠点への受け入れ，出荷，配送といっ

たものそのものの流れの中の問題点，協定の有無や協定

が機能したかどうかについて選択式で回答を求めた． 

 

 

4. 熊本地震以前に行われていた対策 

 

(1) 国 

国は，災害対策基本法に基づき防災基本計画を策定し

ている．防災基本計画は災害発生の度に改訂が行われて

おり，東日本大震災をきっかけにプッシュ型支援につい

て明記された． 

また，災害救助法によれば，都道府県は被災者に対し

て食料，飲料水，生活に必要な物品を支給することを含

む適切な救助を行うことが定められている． 

 

(2) 熊本県 

熊本県地域防災計画 16)によると，県の役割は円滑に物

資が被災者に提供されるように情報のやり取りを行うこ

とや，業者に調達の要請を行うことであると定められて

いた．物資の実際の供給は市町村長が原則として行うこ

と，市町村長が行うことが困難な場合は県の応援を得て

実施することと定められていた． 

災害時の応援協定は各関係機関と結ばれており，支援

物資供給に関するものとしては，1) 小売業者と物資の調

達とその輸送に関する協定，2) 熊本県トラック協会と物

資輸送とアドバイザー業務に関する協定を締結していた． 

 

(3) 熊本県内の市町村 

熊本県内の市町村では，市町村地域防災計画において

物資に関する計画が立てられていた．しかし，その中で

拠点やオペレーションの手順を記しているものは少ない． 

また，熊本県トラック協会によれば，県内全市町村と

1)生活必需品等の輸送業務，2)資機材等の輸送業務，3)

がれきの輸送などの応急対策業務，4)物流専門家による

アドバイザー業務についての災害時応援協定を結んでい

た．また，業務にかかる費用は市町村が負担することと

なっていた． 

 

 

5. 熊本地震における物資流動の実態 

 

(1) 物資供給 

物資の供給は主として，1) 国による支援(4 月 23 日ま

でプッシュ型支援，その後はプル型支援)，2) 熊本県，

県下市町村以外の自治体からの支援物資，3) 企業，個人

からの支援物資があった． 

a) 国による支援 

「平成 28年(2016年)熊本県熊本地方を震源とする地震

非常災害対策本部会議」の資料や議事録 13)によれば，4

月 16 日まで，自衛隊，総務省消防庁，農林水産省がそ

れぞれ独自に物資支援を実施した．16 日夜に内閣府が

国からの支援を一元化し，プッシュ型支援として県から
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の要請なしに物資を配送する仕組みを作り，17 日から

23 日までの間運用した．その後，プル型支援に切り替

えられ，4 月 28 日には iPad を用いた物資の発注システ

ムを導入した．国による支援は 5 月 13 日まで行われ，

その後熊本県に業務が引き継がれた 17)． 

プッシュ型支援物資の流れは図-1 のとおりである．4

月 16 日以降は，内閣府が食料を農林水産省に，それ以

外の物資を経済産業省に発注し，農林水産省と経済産業

省がメーカーに対し必要な物資を発注した．物資の拠点

までの輸送車両は，メーカーが手配したもののほかに国

土交通省が全日本トラック協会へ輸送を依頼し，指定輸

送業者により配車されたものがあった． 
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図-1 プッシュ型支援による物資の流れ 

 

b) 自治体からの支援物資 

九州・山口 9県災害時応援協定，関西広域連合と九州

地方知事会との災害時の相互応援に関する協定に基づき，

九州地方各県及び山口県，関西広域連合に対し熊本県が

物資を要請し供給された．指定都市市長会，全国市長会

でも物資提供の調整を実施し，被災市町村の要請に応じ

て物資提供を実施した．その他，県内でも被害の少ない

自治体から多い地域への物資の提供が行われた． 

また，福岡市では被災自治体の負担を減らしながら被

災者のもとへスムーズに物資が届ける「自己完結型支

援」として，福岡県トラック協会などが被災市町村の拠

点を経由せず直接避難所へ物資を配送した 18)． 

c) 個人・企業からの物資 

熊本県や県内各市町村と協定を結んでいた大手小売業

や食料品，生活用品メーカーによる物資供給が行われた．

さらにそれ以外の企業からの支援もあった． 

個人の物資は，主に 1) 宅配便で市町村の物資拠点や

役場に送られたり，直接持ち込まれたりしたもの，2) ア

マゾンジャパンのほしいものリストを用いたもの，3) 福

岡県，福岡市，堺市など，県外の自治体が住民に呼びか

け集めて送られたものの三つがあった． 

 

(2) 物資拠点 

a) 国 

当初国は，県の広域拠点までを想定していたが，熊本

県が広域拠点として想定していたグランメッセ熊本が被

災したため，国が日本通運鳥栖支店，ヤマト運輸ロジク

ロス福岡久山をプッシュ型支援物資の拠点として整備し，

食料品は日本通運鳥栖支店，食料品以外はヤマト運輸ロ

ジクロス福岡久山に運ばれた．17 日には，福岡市の提

案を受けて福岡市中央卸売市場青果市場跡地を 20 日以

降は水の拠点として活用した 19)． 

b) 熊本県 

物資は 1) 企業からの提供されたもので市町村とのマ

ッチングができないまま届いた物資，2) 県庁に直接配送

されて受け入れざるを得なかった個人提供物資の 2種類

を扱った．企業からの物資はほとんどが水であり，県庁

の 1階ロビーに保管されていた．個人提供物資は，ヤマ

ト運輸と佐川急便が自社支店で一時保管をしていたが，

4 月 25 日以降は県が確保した野田林業上熊本倉庫へ転

送され，JVOADが物資管理を行った(図-2)． 
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図-2 熊本県庁あてに届いた個人提供物資の流れ 

 

c) 熊本市 (2次拠点) 

熊本市では発災後から 4 月 19 日まで熊本県民総合運

動公園陸上競技場(うまかな・よかなスタジアム)が物資

の 2次拠点として用いられた．うまかな・よかなスタジ

アム内では，4 月 16 日まで市職員やボランティアによ

って物資を空いたスペースに手作業で降ろしていく作業

が行われ，仕分けは後回しとなった．4 月 18 日よりフ

ォークリフト 6台を県トラック協会がオペレータ付きで

貸し出し，トラックからの荷降ろしや物資の仕分けに用

いられた．また，スタジアムの耐荷重の問題により当初

は物資を置くことができなかったため，当初はバックヤ

ードに物資を置いていき，その後，観客席の外周に毛布

を並べ，グラウンド内で強度のあるところに水を置いて

いく，という配置がなされた．4 月 23 日以降は必要な

物資を配送する人が選んで持ち出していくという「スー
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パーマーケット方式」の仕組みを取り入れたため，物資

の細かな仕分けを行う必要が生じた． 

d) 熊本市 5区(最終拠点) 

各区に設置した最終拠点は，中央区：城彩苑，北区：

北区役所，西区：アクアドームくまもと(熊本市総合屋

内プール)，東区：東部浄化センター，南区：南区役所

および隣接の雁回館であり物資の管理は各区の総務企画

課が実施した．また，いずれの区の拠点にも 4 月 18 日

以降は熊本県トラック協会がフォークリフト 1台をオペ

レータ付きで貸し出していた．以下ではヒアリングを実

施した中央区，南区，北区について述べる． 

中央区では，4 月 14 日までは備蓄していた物資を提

供した．4 月 17 日から区役所の正面玄関で物資の受け

入れを開始し，その後は城彩苑を拠点とした． 

南区では，区役所駐車場と隣接の富合雁回館の体育館

を利用し，発災後 3日以降に物資が届きだした．また，

拠点に届けられた物資は基本的にすべて受け取ったが，

量的に受け入れ範囲を超えたものは一部拒否をした． 

北区では，区役所の駐車場を拠点として利用した．当

初は物資が届かず，備蓄を配布していたが，その後，水，

毛布の順に届きだし，発災後 1週間程度で十分な量の物

資が拠点に集まった．またプッシュ型支援による物資が

いつ届くかわからず，24 時間体制で受け入れ態勢を整

えており，物資が届いたら総務企画課以外の職員も総動

員で荷降ろしを手伝うこととなった． 

 

(3) 拠点間輸送 

a) 国のプッシュ型支援拠点～市町村拠点 

プッシュ型支援拠点から市町村拠点までの輸送は当初

の国の想定では熊本県が手配することとなっていたが，

日本通運とヤマト運輸の提案により両社が実施した 19)． 

また，20 日以降は自衛隊が輸送が困難な地域で自衛

隊の小牧，春日基地から高遊原分屯地へ，岩国基地から

南阿蘇村白水運動公園へ輸送した 20)． 

b) 熊本市 2次拠点～熊本市各区拠点 

熊本市では発災後から 4 月 19 日までうまかな・よか

なスタジアムを物資の 2次拠点として，そこから各区の

最終拠点(本稿では避難所へ輸送されるまでに通過する

最後の拠点の意として用いる)へ熊本県トラック協会の

手配した車両により輸送された(図-3)．4月 19日には最

大約 95 台，約 6時間のトラックの荷降ろし待ち行列が

できたため，そのトラックに各区の最終拠点を案内し，

そこで荷降ろしを行うようにした．4 月 25 日からは自

衛隊が 400 人，100 台超の車両で避難所まで直接配送す

るルートもできた(図-4)． 
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図-3 熊本市における物資の流れ（4月 16日～4月24日） 
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図-4 熊本市における物資の流れ(4月 25日～6月下旬) 

 

(4) ニーズ調査・物資要請 

県などへの物資の要求は内閣府が導入した iPad が活

用されたと報告されている 15)が，ヒアリング調査では導

入された時期が遅く欲しいものがない，使いにくい等の

理由からほとんど用いられず，代わりに紙の調査票や電

話，メールや LINE を用いて情報のやり取りをしていた

ところがほとんどであった． 

避難所からのニーズの吸い上げは地域の消防団，自治

会，自称防災組織が市区町村役場に情報を伝えるケース

や，物資輸送の巡回時にニーズ調査を実施するケースが

見られた．また，西原村では発災後 2～3 日で職員間の

LINE グループを作成し，その中で情報把握を実施して

いた．また熊本市では 5 月 11 日より日本マイクロソフ

トと R ネットと呼ばれる情報共有システムを導入し 21)，

これを用いてやりとりを実施した． 

これらの情報に基づき市町村は物資供給を行い，市町

村に在庫がない場合は県庁や協定に基づき企業へ要請を

出し，県は国や関係機関に物資の要請をした． 

 

(5) 最終拠点から避難所への輸送 

避難所までの輸送は，職員が行うケース，消防団や自
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治会，自主防災組織，支援団体が行うケース，避難者自

らが取りに来るケースの三つが見られた． 

a) 熊本県 

熊本県の野田林業上熊本倉庫からは，支援団体がそれ

ぞれの支援する場所へ輸送を行った．ほとんどの支援団

体は普通乗用車や貨物輸送用のバンを利用して輸送した．

また，大型トラックを持っている団体はトラックに積み

込んで支援先に提供した(図-2)．  

b) 熊本市 

発災後各区の拠点から避難所までの輸送には市役所，

区役所職員が公用車や職員個人所有の車が利用された．

中央区，北区，南区によれば以下のような対応を行って

いた．中央区は約 60 か所に対して配送を行った．4 月

15日～17日は 3～4人を従事させるのが限界であり，軽

自動車の公用車 3台で毛布，水，非常食を積めるだけ積

んで配送を行った．17 日以降は自治会や消防団，避難

所を運営する支援団体に拠点に直接取りに来て輸送して

もらうケースもあった．北区では 16 日より配送を実施

し，最大で 47 か所の避難所に対し配送を行った．公用

車に加え職員個人が所有する自家用車合計 10 台程度を

利用し，輸送を実施した．南区では，4 月 27 日ごろま

で職員のみで公用車(軽自動車，普通車)約 20台により輸

送を実施した． 

4月 25日から 5月 2日までは熊本市 2次拠点－各区拠

点－避難所のルートに加え，自衛隊が 2次拠点から直接

避難所へ物資を輸送した．その後，佐川急便からの提案

により，5 月 6 日から同社へ配送が委託され，2 日に自

衛隊が撤退してから同社が輸送を開始するまでの期間は

熊本県トラック協会が輸送を担った(図-4)． 

c) その他の市町村 

西原村では当初より物資輸送は行っておらず，事前に

指定を受けていない避難所，指定避難所に関わらず，物

資拠点まで必要な物資を取りに来てもらっていた． 

自主避難としていた山鹿市や玉名市では，原則配布を

行わず備蓄や個人で持ち込んだ物資で対応した．しかし，

国のプッシュ型支援で届いたおにぎりなど消費期限の短

い食料や，どうしても自分で賄うことのできない物資に

ついては配布を行っていた． 

 

 

6. 熊本地震における物資に関する問題点 

 

東日本大震災以前の教訓を基に熊本地震では様々な解

決策が検討，実行された．例えば，国がプッシュ型支援

を実施したことで，物資拠点において発災初期に必要な

物資が不足した問題は 4 月 18 日以降順次解消された．

また，東日本大震災で行われた，SmartSupplyやアマゾン

ジャパンのほしい物リストを用いた支援なども行われ，

物資を届けることができた事例もあった．  

これらの取り組みの結果として，過去の災害と比べる

と物資が被災者のもとへ届くようになったという評価が

国の検証などにおいてなされている．しかし，ヒアリン

グ調査，熊本県倉庫での活動における支援団体への聞き

取り，SNSの投稿などによれば，全ての被災者のもとに

必要とする物資をタイムリーに届けることができたとは

言い難い状況であった． 

土木計画学研究委員会物流調査団 10)の報告によれば，

全国から被災地外拠点間のリンクと，被災地外拠点のノ

ード，被災地外拠点から市町村集積所間のリンクは比較

的順調であったと結論付けられている．問題点は市町村

集積所とその先の「ラストワンマイル」に存在していた

と指摘されている．特に市町村拠点では仕分けや配分に

おける混乱が生じていたこと，不要な支援物資であふれ

たことを問題として挙げられている．また，市町村拠点

から避難所への輸送では，指定外避難所の把握が困難だ

ったこと，道路や橋梁の損壊による交通障害が問題とし

て挙げられている． 

これらの問題に加えて，自治体や熊本県トラック協会

へのヒアリング調査によれば，これら以外の問題として，

以下のようなものが挙げられた． 

 物資の数量や到着時間の連絡がなかった，連絡

があっても実際のものと大きく異なっていたた

め，物資拠点に 24時間待機する必要が生じた． 

 市区町村拠点からの配送手段が公用車数台で，

十分な輸送のキャパシティを確保できなかった． 

 輸送協定を結んでいた県トラック協会へ市区町

村拠点からの輸送を依頼できなかった． 

 国が導入したタブレット端末を用いた情報共有

やニーズ把握システムはほとんど利用しなかっ

た．この理由には，導入時期が遅く使う必要が

なかったこと，操作性が悪かったこと，欲しい

物資が項目になかったことなどがあった． 

この他に，発災後に熊本県にて物資管理についての打

ち合わせをしている際などにも，業務内容や範囲につい

て解釈が国と県，さらには同じ組織でも担当者同士で異

なっていたのではないかと考えられる話も聞かれた． 

以上のような調査や発災当初の話から，これまで指摘

されてきた問題点やその改善策の検討では，1) 関係者間

のコミュニケーションの問題，2) 協定書や計画書に関す

る解釈の齟齬，3) 国，県，市町村の役割に関する認識の

相違，という三つの視点が欠如していたのではないかと

考えられる．これらの問題が発災当初に生じると，現場

の担当者が混乱し，初動対応の遅れの原因となりかねな

い．熊本地震においてもそれが原因で物資の停滞が生じ

たと思われる箇所があった． 
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(1) コミュニケーションミスによる問題 

市町村拠点から避難所や避難場所への輸送における問

題の一つに，配送手段がトラックなど貨物用の車両では

なく乗用車を用いて配送を行ったため物資の配送に支障

が生じたという問題がある． 

第 4章で述べたように，熊本県内の市町村と熊本県ト

ラック協会は物資輸送に関する協定を結んでいた．熊本

市へのヒアリング調査によれば，熊本市はこの協定に基

づき県トラック協会へ車両提供の要請を行った．しかし，

トラック協会からは被災したため車両提供ができないと

いう返答があった．そのため，5.5 節で述べたように，

発災後から 4 月 25 日まで，区拠点から避難所への輸送

を区の職員により公用車を用いて実施された．しかし，

トラック協会へのヒアリングでは車両提供の用意があり

提供すると熊本市に対して申し出たが，熊本市に不要で

あると断られたと述べている．ヒアリングによれば，議

論はしていないが追加で 20 台程度の供出が可能だった

と考えられるとのことだった． 

このように，市と県トラック協会の間でコミュニケー

ションのミスが生じていたことが，県トラック協会に輸

送を任せることができず公用車を用いて輸送したことや，

輸送の担当者が 3度変更された原因ではないかと考えら

れる．このようなコミュニケーションミスが生じた原因

には以下のようなものが考えられる． 

熊本市が県のトラック協会が被災して車両提供ができ

ないと認識したことについてである．熊本市は計画書の

中で配分計画は市民部が作成し，車両調達は都市建設局

が行うこととなっていたため，県トラック協会と市役所

の間だけでなく，市役所内の部署間や担当者間での情報

伝達が行われた間に県トラック協会が被災し車両提供で

きないという解釈が生じた．このように伝達された情報

を市の担当者が県トラック協会に直接確認せず信じたた

め車両提供の要請しなかった，という可能性がある． 

一方で，県トラック協会によれば，熊本市が末端輸送

の提案を不要であると断ったと述べている．このことか

ら，県トラック協会が末端輸送を提案した時期により以

下の三つの可能性が考えられる． 

一つは，自衛隊が入る 4 月 25 日以前に提案をしてい

た場合である．このケースでは，市役所職員が実際に必

要としていた車両数の認識を誤ったことが可能性として

挙げられる．そのため，各区で本来必要としていた車両

数を調達できなかったという可能性が考えられる． 

二つ目は，自衛隊が入っていた 4月 25日から 5月 2

日までの間である．この時期には，末端輸送を自衛隊が

担っていたことから，輸送のキャパシティは公用車が担

っていた時期と比べ大きくなった．この時期に市が輸送

を断ったとすれば，その理由は自衛隊が撤退することを

考慮せず輸送が足りていると認識したからだという可能

性が考えられる．撤退が決定した後に佐川急便が輸送を

申し出て，そこへ依頼できたことから大きな問題とはな

らなかったが，自衛隊から佐川急便への引継ぎは 3日間

空白が生じており，その間はつなぎとして県トラック協

会が輸送を行っていた． 

三つ目は 5月 3日～5日の県トラック協会が輸送を行

っていた時期である．その間は県トラック協会に依頼を

して輸送をしていたため，そのまま輸送を頼んでいた方

が自然である．しかし，実際には 6日以降は佐川急便が

輸送を担っていた．この理由には費用負担に対する認識

の違いが考えられる．熊本市へのヒアリングによれば，

この輸送は佐川急便側から支援の申し入れがあったもの

であった．市は佐川急便が無償で輸送をしてくれるもの

だと思っていたが，実際には費用請求された，と話して

いる．一方で県トラック協会との協定では費用負担は市

が行うと明記されている．そのため，無償である(と思

っていた)佐川急便に依頼を行ったのではないかと考え

られる．また，もし佐川急便が提案を行っていなければ

トラック協会が自衛隊から輸送を引き継いでおり，事前

に立てられていた計画に近づき，協定や訓練などがより

有効なものとなっていたのではないかと考えられる． 

ヒアリング調査に基づくと以上のような原因が示唆さ

れた．このような問題に対しては，市と区，市と県トラ

ック協会などが互いの状況確認を十分に行い，輸送の契

約について十分な理解を得ていれば，より円滑な輸送と

なっていたのではないかと考えられる． 

 

(2) 計画書や協定書の解釈の齟齬による問題 

県広域拠点から市町村拠点の輸送に関して，プッシュ

型支援による物資は 5.3 節で述べたように，自衛隊や日

本通運，ヤマト運輸が担ったため，大きな問題が生じて

いなかったように見える．しかし，実際には輸送が滞っ

ていた可能性があったことがわかった．これは，計画解

釈の齟齬によるものであると考えられる． 

まず，国の防災基本計画 22)では，プッシュ型支援につ

いて「被災地方公共団体に対し，物資の供給を確保し輸

送を開始する」と定めている．非常災害対策本部会議

(第 7 回)23)によれば，プッシュ型による物資は熊本県指

定の搬入場所までは輸送するが，そこから市町村拠点へ

は熊本県が手配する車両により輸送することが定められ

ていた．このことから，国は被災地方公共団体を「都道

府県」と解釈しており，都道府県の拠点(1 次拠点)へ配

送することを役割として認識していたと推察される． 

一方で熊本県は，県地域防災計画で県の役割は物資の

調達や情報管理を行うことであるとして，物資の供給は

原則市町村が行うことと決めていた．実際に行った業務

も県庁に届いた物資以外は情報のやり取りのみであった．

また，「九州を支える広域防災拠点構想」24)により 1 次
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拠点としてグランメッセ熊本を指定しており発災前に訓

練も実施されていた．しかし実際には被災したため使用

不能となった．そのため，代替地として日本通運やヤマ

ト運輸などが用意した拠点を利用した． 

また，各市町村は県の拠点から市町村拠点までの輸送

は想定しておらず，災害救助法が適用された場合には県

が物資供給を行うことと定めている自治体もあった． 

以上のように，県広域拠点から市町村拠点の輸送を担

う主体が計画上あいまいであり，解釈に余地があったこ

とから，この部分の輸送担当者が不在となり，広域拠点

において物資が停滞する可能性があったことがわかった．  

また，市町村の拠点内では，多くの自治体が手作業に

より荷降ろしや積み込みを行っていた．市町村は県トラ

ック協会との協定でフォークリフトを借りることができ

たが，実際は熊本市を除き借りていなかった．この原因

には，協定でどのような業務が実施されるのかに対して

の理解が不足していたという問題もあったと考えられる．

例えば，熊本県トラック協会は県内全市町村と物資輸送，

資機材提供，物流専門家の派遣に関して協定を結んでい

た．しかし市町村へのアンケート調査によれば，市町村

の中にはいずれの団体や企業とも資機材提供や輸送に関

する協定を締結していないと答えたところがあった．こ

のことから，市町村はこのような提供を受けられること

を認識していなかった可能性が考えられる．このため，

自身で業務を行おうとして非効率となったと考えられる． 

 

(3) 役割に対する認識の相違 

発災当初の現地調査やヒアリングによれば，それぞれ

の役割に対する認識が異なっていた可能性も示唆された．

さらにこの差異は同じ機関の職員間でも生じていた可能

性が考えられる． 

まず，国と熊本県との認識の相違である．発災当初熊

本県は，国に対してプッシュ型支援の物資を市町村へ輸

送してもらうよう依頼をし，国の担当者は承諾していた．

その後も県は国の担当者に対して国が市町村まで本当に

輸送するかを何度も確認し，国からは「市町村まで運

ぶ」という発言を得ていた．そのため県は「広域拠点の

整備を国が肩代わりしたため，県は業務を実施する必要

がない」と認識を変更したように思われる．また，」別

の担当者は国の「県まで届ける」という発言の「県」と

は「県または市町村」の意味であると解釈し，市町村へ

物資を輸送することは国の役割であると考えていた． 

しかし実際には国は，「県が被災して機能不全に陥っ

たため，県の補助として広域拠点の整備を行っただけで

あり，市町村への輸送もあくまでも県がやるべき仕事で

ある」と認識していたように考えられる 23)．そのため，

市町村拠点までの輸送を想定していなかった．しかし実

際には日本通運とヤマト運輸がその輸送を提案し実施し

たため，輸送が滞らずに行われた．仮にここで日本通運

とヤマト運輸が提案をしていなければ担い手が不在とな

り物資が停滞した可能性があった． 

しかし，現地調査の際に熊本県で会った国の担当者は，

このように認識しているように思われるケースと，県と

同様に国が業務をすべて肩代わりしているものだと認識

しているように思われるケースの二つが見られた．この

二者が県と国の連絡役を行ったことが，熊本県が物資輸

送を市町村拠点まで行わなければならないかどうかの判

断に混乱をきたしたことがわかる． 

さらに物資要請では，iPad を用いた物資のニーズ調査

システムについても，国と県や市町村で評価が分かれて

いる．国のレポート 15)では，このシステムは有効に活用

されたと報告されているが，市町村へのヒアリングでは

ほとんど活用されていないという結果となった．また，

国の担当者間によっても認識に差異があった．例えば，

熊本地震・支援団体火の国会議では，内閣府の担当者が

iPad システムの活用ではなく，アマゾンジャパンのほし

いものリストを用いた支援の宣伝を行っていた． 

また，県や市町村は，国は県や市町村のやるべき業務

を肩代わりしていると認識していたこと，国が県や市町

村の仕事を代行したことから，県や市町村の意向が反映

されず，県や市町村がコントロールできない状態に陥っ

てしまう危険性もあった． 

以上のように，それぞれの役割が不明確であり，さら

に担当者個々人によって認識が異なっていたことにより，

指揮系統の構造が分かりづらくなったという問題，業務

の範囲があいまいで関係者が互いに都合の良いように判

断した結果，担当者不在となる業務が生じるという問題

が発生する可能性があった．このような物資の扱いに対

する関係者間の連携の問題によって，物資供給が停滞し

たり，停滞する可能性があったと考えられる． 

 

(4) これらの問題に対する対応の検討 

これまでに述べたように， 1)関係者間のコミュニケー

ションの問題，2)協定書や計画書に関する解釈の齟齬，

3)国，県，市町村の役割に関する認識の相違，という三

つが生じており，それぞれが絡み合った結果として，物

資の停滞が生じた部分や，生じる可能性を持った箇所が

存在していたことがわかった．以下ではこのような問題

に対する対応策について考察を行う． 

まず，コミュニケーションミスによる問題についてで

ある．コミュニケーションミスが生じた原因は，情報の

共有と情報に対する認識の共有の二つが欠如していたこ

とが挙げられる．そのため，情報の共有の欠如について

は情報システムを活用することが一つの解決策として考

えられる．ただし，国の導入した iPad に対する市町村

の評価や熊本県の個人物資倉庫での活動経験から，情報
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システムは容易に使えることや，使い慣れたインターフ

ェースであること，現場のニーズに合った仕様であるこ

と，入力が複雑な場合には入力の支援まで行われなけれ

ば有効に活用されないことが示唆された．したがってこ

のような条件を満たすような情報システムを導入する必

要がある． 

情報に対する認識の共有では本音と建前が混在してい

る中でその確認をする時間がないという問題があった．

そのため，発災後には相互の状況確認やコミュニケーシ

ョンを綿密に行うことがより重要となると考えられる． 

また，計画解釈の齟齬や，関係者の役割認識の相違は，

計画上のあいまいさや国の防災基本計画，都道府県地域

防災計画，市町村地域防災計画，地区防災計画という，

上位計画から下位計画までの整合性が取れていなかった

ことが原因である．したがって，計画において業務範囲

を明確にすること，計画間の整合性を取っておくことが

重要な対策の一つである．そのために，関係者全員で計

画文書の読み合わせを行うことや，図上訓練を実施して

途切れる可能性のある箇所を予め見つけ出して対処して

おくことなどによって，支援物資の流れが途中で途切れ

ることがないことを確認しておく必要がある． 

このような取り組みとして徳島県の例が挙げられる．

徳島県は南海トラフ巨大地震の対策として防災計画を策

定している．この中で，アマゾンジャパン，ヤマト運輸

と協定を結び，「ほしい物リスト」を活用して支援を行

うという取り組みが行われている．これは，国のプッシ

ュ型支援や災害救助法のスキームでは対応しきれない物

資支援を行うことができるようにしたものである．また，

徳島県地域防災計画においては県と市町村の役割を示し

ている．このように国，市町村，協定を結んだ事業者の

役割を示し，補完を行っている． 

今後は以上のような点に留意して計画策定や発災後の

対応を行っていく必要があるのではないかと考えられる． 

 

 

7. まとめ 

 

以上の議論から，熊本地震において支援物資がタイム

リーに被災者のもとへ供給できなかった理由は，これま

でに指摘されていたような，被災に伴って生じた問題や

ロジスティクスの問題のみならず，関係者間の解釈の違

いが生み出したことも大きかったことが言える．今後は，

計画や業務範囲の解釈を一致させ，実践的なオペレーシ

ョン手法における細かい認識を各主体で合わせていくこ

とが重要であると考えられる． 

また，認識のずれにより生じる問題に対応した協定や

計画をどのように作成するべきかの検討や，畑山と安藤

の先行研究 12)のような手法を複数の計画間で適用するこ

となどによって，そのような協定や計画が機能するかに

対する評価を行うことが求められる． 
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